
No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

3 ― ―

1 4

2 2

1 1

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

● 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

○ 1 義務である

● 2 義務ではない

8,599 11,883

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 13,275 22,910 46,167 30,683 36,000 36,00036,000

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290654 事務事業票 建設部長　松本　浩二

評価対象年度 平成29年度

建築指導課　 指導係　                         

宮端　晋也（２０１７）

7,690 15,000 18,000 18,000 18,000

財
源
内
訳

国県支出金 4,676 11,027

地方債

事務事業名 老朽危険空き家等除却促進事業
会計区分 01 一般会計

7 1 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

地域の生活環境及び周辺住民に危険、不安等の影響を与えている老朽化し、危険な状態で放置された「老朽危険空き家」の除却を行う
所有者等に対し、その除却費用の一部を補助する。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 安心で快適な住環境の形成 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 住環境の整備 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】
うるおいのある快適なまちづく
り

事業コード（大－中－小） 3 12 03

基本目標

補助金事業該当 老朽危険空家の所有者若しくは相続権利者

根拠法令、要綱等
八代市老朽危険空き家等除却促進事業補助金交付要綱

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成24年度 未定

事業期間

38,477 15,683 18,000 18,000 18,000

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

老朽危険空き家又は敷地の所有者若しくは相続権利者

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

・老朽危険空き家の除却費用に対して補助を行う。
・補助金の額
　補助対象経費（解体工事×8/10）の2/3の金額　上限　60万円

老朽化し危険な状態で放置された「老朽危険空き家」の除却を促進すること
により、地域の生活環境及び周辺住民の危険、不安等の解消を図る。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

老朽危険空き家等除却促進事業 Page 1 of 3



●

●

●

件

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

老朽危険空き家等除却促進事業補助金交
付件数

実績 14 42 33

40 30

計画 -

27年度 28年度 29年度

70 62

4030 80

26

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

老朽危険空き
家に関する苦
情、相談件数

老朽危険空き家が除却さ
れ、地域の生活環境や周
辺住民の危険、不安等が
解消された指標として設
定した。
（苦情・相談のみの件
数。不安等が解消すれば
減少する考え）

　　件

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②
実績

30

実績 71 74 23 71 39 30

- 50 40 30 30

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

【民間委託等】
老朽危険空き家の除却を行う者に対し補助金を交付す
る事業であり、民間委託等は不向きであると判断す
る。
【他事業との統合・連携】
他に類似事業はなく、統合・連携によるコストの削減
はできないと判断する。
【人件費の見直し】
老朽危険空き家は、周辺住民からの苦情対応や建築物
所有者について権利関係を調査する必要があることか
ら、非常勤職員等による対応は不向きであると判断す
る。
【受益者負担の適正化】
事業の達成状況は順調であり、今後の事業利用状況の
推移を見ながら検討していきたい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である

【上位計画との関連】
「老朽危険空き家」を除却することにより、「安心で
快適な住環境の形成」につながると判断する。
【市民ニーズ等の状況】
空き家問題については、全国的な問題となっており、
本市においても空き家に関する苦情や問い合わせは多
数寄せられており、市民のニーズは高いと判断され
る。
【市が関与する必要性】
「老朽危険空き家」を放置しておくことは、防災、防
犯上危険である。地域の生活環境及び周辺住民の危
険、不安等を解消するため除却促進の補助金を交付す
ることは、有効な手段と判断する。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画
③

有効である

【事業の達成状況】
実施予定戸数を上回る申し込みがあっており、地域の
生活環境及び周辺住民の危険、不安等の解消に効果が
上がっていると判断する。予定戸数については、実施
状況を見ながら検討する。
【事業内容の見直し】
事業の達成状況は順調であるが、事前調査申込が募集
予定戸数を上回っていることから、募集予定戸数につ
いて検討する必要がある。また、総合的な空き家対策
としては、関係部署と連携できる事業内容の修正は必
要であると思われる。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合
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1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） 5 市による実施（現行どおり） ● 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

　例年予定戸数を上回る申し込みがあり、本事業に対する市民への周知はされており、事業実施により周辺生活環
境の改善、周辺住民の不安解消等の効果は確実に上がってきている。
　今後は、申込件数の増加に対応するため規模の拡充等を行うと共に、高齢化や人口流出を背景とした空き家の増
加は大きな社会問題となっていることから、総合的な空家対策について、体制を含め全庁的に検討する必要があ
る。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 有 ： 外部評価 実施年度 平成26年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況 3. 現状推進

H29取組内容

Ｈ28年度（補助件数70件）に引き続き、問合せや事業利用希望者が多く、補正予算にて増額し対応の結果として補助件数は62
件となった。
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No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

3 ― ―

1

2

3

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

● 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

○ 1 義務である

● 2 義務ではない

57 118

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 114 725 4,101 14,784 17,400 17,40017,400

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290655 事務事業票 建設部長　松本　浩二

評価対象年度 平成29年度

建築指導課　 指導係　                                  

宮端　晋也（２０１７）

1,697 14,634 17,250 17,250 17,250

財
源
内
訳

国県支出金 57 607

地方債

事務事業名 民間建築物耐震化促進事業
会計区分 01 一般会計

7 1 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

　・昭和56年以前に着工した戸建木造住宅及び大地震の際に倒壊により道路を閉塞させるおそれのある緊急輸送道路沿道建築物の所
有者に対し、その耐震診断の費用の一部を補助するもの。
　・耐震診断の結果耐震性が低いと判断された建築物の所有者に対して耐震改修工事費用の一部を補助するもの。
　・平成29年度より、戸建て木造の耐震化については、「平成28年熊本地震復旧復興基金交付金」を活用し、さらに平成30年度7月2日よ
りメニューを国の捕助の見直しに合わせて、耐震改修改修設計と耐震改修工事を一括した「耐震改修設計工事」を加え、「耐震改修改修
設計」、「耐震改修工事」、「建替え工事」、「耐震シェルター工事」の合計5つの事業業メニューと拡充し、補助金の上限も増額の見直しを
行い木造住宅の耐震化の促進を図ることとしている。"							

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 安心で快適な住環境の形成

具体的な施策と内容 耐震化の推進及び建築物の安全対策 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】
うるおいのある快適なまちづく
り

事業コード（大－中－小） 3 12 10

基本目標

補助金事業該当 耐震性が低い住宅の所有者

根拠法令、要綱等
建築物の耐震改修の促進に関する法律、八代市民間建築物耐震化促進事業補助金交付要領

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成20年度 未定

事業期間

2,404 150 150 150 150

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

・昭和56年以前に着工した戸建木造住宅、緊急輸送道路沿道建築物
・熊本地震で被災した戸建て木造住宅

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

・戸建て木造住宅及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断、戸建て木造
住宅の耐震改修に要する費用に対して補助を行う。
・緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断　：　補助率は2/3　限度額：60万円
・戸建て木造住宅の耐震改修工事
　補助率：1/2　　限度額：60万円
・戸建て木造住宅の耐震改修設計
　補助率：2/3　　限度額：20万円
・戸建て木造住宅の耐震建替工事
　補助率：23％　　限度額：60万円
・耐震シェルター工事
　補助率：1/2　　限度額：20万円
（Ｈ29年度）

　本市の木造住宅の耐震化率は64％と全国平均の82％と比べても低い状況
にある。また昨年の熊本地震後いつ大規模地震が発生してもおかしくない状
況にあり、市民の生活の拠点となる住宅の耐震化の促進は緊急の課題であ
ることから、事業の実施により、耐震化を支援することで、既存建築物の耐震
化を促進させ、安全で安心な,まちづくりを目指す。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）
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●

●

●

件事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名

2

単位 24年度 25年度 26年度

1 1

①

事業利用案内のダイレクトメールの発送
・平成28年度は地震により実施不可

実績 1032 561 174

296 200

2計画 - 1 2 2

27年度 28年度 29年度

0 146

200200 200

2

200

計画 -

事業の広報、周知の効果
として事業利用のための
相談、協議件数を指標と
して設定した。 　　件

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

事業の実施件
数

耐震診断・改修を実施し
た建築物の件数を指標と
して設定した。（平成29
年度からは耐震化支援事
業の利用件数を指標とす
る。）

　　件

計画

1 1

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

広報やつしろへの記事掲載回数

回

実績 1

32

実績 4 3 5 2 14 15

- 10 10 10 30

30

実績 16 25 12 7 70 79

- 20 20 20 20

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

【民間委託等】
他に類似事業はなく、統合・連携によるコストの削減
はできないと判断する。
【他事業との統合･連携】
他に類似事業はなく、統合・連携によるコストの削減
はできないと判断する。
【人件費の見直し】
耐震診断・改修は、専門的な知識を必要とすることか
ら、専任はなじまないと思われる。
【受益者負担の適正化】
補助基本額及び負担率は、適正と考える。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である

【計画上の位置付け】
耐震性の低い民間建築物の耐震化を支援することによ
り、「安心で快適な住環境の形成」につながると判断
する。
【市民ニーズ等の状況】
熊本地震を受け相談や問い合わせ等が急増しているこ
とから地震発生時における市民の生命・財産等に係る
被害の軽減を図る上で、必要であると判断する。
【市が関与する必要性】
耐震改修促進法において国や地方公共団体の役割が明
記されていることから住民の最も身近な行政として、
市が関与することは妥当であると判断する。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

建築物の耐震
に関する相
談、協議件数

概ね有効である

有効でない

計画
③

有効である

【事業の達成状況】
事業開始から耐震診断事業の実施件数は、Ｈ28年度時
点で46件と一定の効果があったため、さらに有効なも
のとするためＨ29年度より改修設計等を含める事業と
した。
【事業内容の見直し】
建築物所有者への広報・周知は、耐震化の重要性をよ
り理解してもらい耐震化を促進させるために有効な手
段であると考える。広報・周知の内容・方法等につい
て、さらに検討を行う。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合
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1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

● 4 市による実施（要改善） 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

　耐震に対する安全性について、さらに市民の認識を深める。
　耐震化の重要性の啓発及び事業の周知の手法を他部門（秘書広報課、危機管理課）と協働し、木造住宅の耐震化
の促進に努めていくこととした。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

民間建築物耐震化促進事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

3 ― ―

1

2

3

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

● 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

○ 1 義務である

● 2 義務ではない

667

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 2,666 10,263 25,646

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290656 事務事業票 建設部長　松本　浩二

評価対象年度 平成29年度

建築指導課　 指導係　                                

宮端　晋也（２０１７）

7,696 19,234

財
源
内
訳

国県支出金 1,999

地方債

事務事業名 要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業
会計区分 01 一般会計

7 1 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

耐震改修促進法の改正により要緊急安全確認大規模建築物について、その結果を報告した要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修
設計を行うものに対し、国及び県の補助制度を活用して建築物の所有者に対し、耐震改修設計費用及び耐震改修工事費用の一部を補
助するもの。
		

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 安心で快適な住環境の形成

具体的な施策と内容 耐震化の推進及び建築物の安全対策 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】
うるおいのある快適なまちづく
り

事業コード（大－中－小） 3 12 27

基本目標

補助金事業該当 要緊急安全確認大規模建築物の所有者

根拠法令、要綱等
建築物の耐震改修の促進に関する法律、八代市要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業補助金交付要領	

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成27年度 2019年度

事業期間

2,567 6,412

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

要緊急安全確認大規模建築物の所有者

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

耐震改修促進法で義務付けられた要緊急安全確認大規模建築物の耐震改
修費用を支援することにより、所有者の負担を軽減するとともに、耐震性を
確認し、安全で安心なまちづくりを目指す。

・要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修設計に要する費用に対して補助
を行う。
・耐震改修設計の補助の限度額及び補助率は、延べ床面積の区分に応じた
1㎡当たりの限度額※に当該延べ床面積を乗じて得た額に耐震判定委員会
の評価費用を加算した額の2/3（国1/3、県1/6、市1/6）

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業 Page 1 of 3



●

●

●

件

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

対象建築物のうち、事業実施のために働
きかけた件数

実績

計画 -

27年度 28年度 29年度

3 1

13 3

3

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

事業実施件数 耐震化支線事業を実施し
た建築物の件数を指標と
した。

　　件

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②
実績

1

実績 1 1 1

- 3 2

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

【民間委託等】
耐震改修設計を行う者に対して、補助金を交付する事
業であり、民間委託等は不向きであると判断する。
【他事業との統合・連携】
他に類似事業はなく、統合・連携によるコストの削減
はできないと判断する。
【人件費の見直し】
耐震改修設計の内容確認等は、専門的な知識を必要と
することから、非常勤職員等による対応は不向きであ
ると判断する。
【受益者負担の適正化】
補助基本額及び負担率は、国の要綱に基づき算定して
おり受益者負担としては適正と思われる。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である

【計画上の位置付け】
要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修設計を支援す
ることにより、「安全で快適な住環境の形成」につな
がると判断する。
【市民ニーズ等の状況】
不特定多数の人が利用する建築物の耐震性等の確保は
地震時における被害の軽減を図る上で必要であると判
断する。
【市が関与する必要性】
耐震改修促進法においても、耐震改修の促進について
は国や地方公共団体の役割とされていることから住民
の最も身近な行政として、市が関与することは妥当で
あると判断する。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
【事業達成状況】
対象建築物3件の内1件は耐震改修工事まで完了、1件
については耐震改修工事までＨ30年度完了予定であ
る。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

当該事業の対象となる建築物は市内3件存在しており、この内2件については耐震化が完了及びＨ30年度に繰越して
耐震工事を進める状況である。残り1件については、今後も事業を利用し耐震化を進めるよう働きかける。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

3 ― ―

1

2

3

○ 全部直営 ● 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

○ 1 義務である

● 2 義務ではない

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 3,500 8,303 8,500

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290657 事務事業票 建設部長　松本　浩二

評価対象年度 平成29年度

建築指導課　 指導係　                             

宮端　晋也（２０１７）

8,303 8,500

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 アスベスト対策に係る建築物実態調査事業
会計区分 01 一般会計

7 1 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

　中小規模の吹きつけアスベストを使用している恐れのある建築物が多数存在することから、建築確認などの情報のままでは、それらを
特定することが困難なため情報を電子化し整理を行い実態の把握を行うもの。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 安心で快適な住環境の形成

具体的な施策と内容 耐震化の推進及び建築物の安全対策 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】
うるおいのある快適なまちづく
り

事業コード（大－中－小） 3 12 41

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成29年度 2019年度

事業期間

3,500

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

中小規模の建築物所有者

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

　中小規模の吹きつけアスベストを使用の恐れのある建築物を特定するた
め情報を電子化し実態の把握を行うもの。

　中小規模の建築物の吹きつけアスベストを使用している恐れのあるものを
特定し把握することで、建物の所有者等にアスベスト含有の恐れのあることを
認識させ、調査分析や除去等を促すことによりアスベストの飛散防止へつな
げる。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

アスベスト対策に係る建築物実態調査事業 Page 1 of 3



●

●

●

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

実績

計画 -

27年度 28年度 29年度

計画 -

　

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

アスベスト実態調査を行うためのアンケート対象件数を活動指標としていたが、想定以上の件数となることからＨ30年度へ作業を繰越し
を行い進めているため数値化についてＨ29年度は、できない状態である。

計画 -

実績

29年度

① 　

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

実績

-

実績

-

吹きつけアスベストを使用している可能性のある件数を成果指標としていたが、想定以上の件数となることからＨ30年度へ作業を繰越し
を行い進めているため数値化について、Ｈ29年度はできない状態である。

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

　中小規模の建築物について調査の対象とし建築確認
等の情報についてデータ化を行い整理し、吹きつけア
スベストを使用した可能性のある建築物の調査対象リ
ストの作成を進めている。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である

【計画上の位置付け】
　吹きつけ建材にアスベストの含有の恐れのある建築
物を把握し、含有調査・飛散防止対策等へとつなげる
指導を行うことで「安全で快適な住環境の形成」につ
ながると判断する。
【市民ニーズ等】
　アスベストの飛散による健康被害への懸念の防止は
必要であると判断する。
【市の関与の必要性】
　当該事業は国の補助を受けて行っており、事業主体
は市である必要がある。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
【事業達成状況】
　中小規模の建築物の調査数を把握する業務委託にお
いて想定以上の調査件数が必要であることが判明した
ため、Ｈ30年度に繰越して吹きつけアスベスト使用の
可能性のある建物の調査対象リストを作成中である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

アスベスト対策に係る建築物実態調査事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） 5 市による実施（現行どおり） ● 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

　Ｈ29年度に中小規模の建築物について国の補助を受け、吹きつけアスベストの使用の可能性を調査する対象リス
トの作成を業務委託し進めているところ。
　想定以上の件数を調査する必要が生じたため、Ｈ30年度に繰越して業務に取り組んでいる。
　吹きつけアスベストの使用の可能性がある対象の把握を行った後は、所有者へ分析調査及び除却等への働きかけ
を行いアスベストの飛散防止へつなげる。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

アスベスト対策に係る建築物実態調査事業 Page 3 of 3
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